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はじめに 

日系企業の生産拠点が集中するタイ国チャオプラヤ川流域で大規模な洪水氾濫が発生した 2011 年 10 月か

ら 2 年が経過した。2011 年の洪水は同国の農業や観光業に大きな影響を与えるとともに、製造拠点やそのサ

プライチェーンにも甚大な損害を与えた。アジア開発銀行は、2011年の洪水は同年第 4四半期のタイ国のGDP

を 9％も引き下げる影響が出たとしている1。タイ政府は 2011 年に発生した洪水の原因として、「上流域の林

野の荒廃による雨水の一時貯留能力の低下」、「貯水ダムの運転操作のベースとなる洪水指標と現実に発生し

た流出量との乖離」、「河川沿いの遊水地の農地転用による減少」、「河川や運河の水路構造物の能力および維

持管理不足」、「河水の流下を阻害する構造物の建設」、「道路や堤防の沈下に伴う機能劣化」などを挙げてい

る。 

タイ政府は、経済成長を阻害する大きな要因である洪水危険の軽減に対し、これまで以上に取り組むこと

とし、河川・運河の浚渫（しゅんせつ）や堤防・水門の改修、工業団地周囲への洪水防止堤防の建設を緊急

的に進めてきた。長期的な洪水対策としても、チャオプラヤ川流域に加え、タイ東部・南部にわたる広範な

治水・治山事業を計画（「治水プロジェクト」、予算規模 3,400 億バーツ、邦貨約 1 兆 800 億円）している。

タイ政府は 2012 年から国際入札による受託者の選定手続きを進めており、設計施工方式による事業者の入札

や政府の承認が 2013 年 7 月までに終わっている。一方、用地の確保に伴う住宅の移転問題や多くの貯水池建

設による環境問題を背景に事業に反対する団体からの訴訟も発生している。その結果、裁判所の判断に従い、

タイ政府は事業着手前に関係するすべての地域で公聴会を実施することを決めた。これにより、治水プロジ

ェクトの着手は公聴会終了後の 2014 年 2 月以降にずれ込む見込みとなった。 

タイでは 5 月から 10 月が雨季である。2013 年は 9 月から 10 月にかけて発生した Wutip や Nari を始めとす

る台風や熱帯低気圧2の影響を受け、雨季の後半で降雨量が増加し、チャオプラヤ川流域ではアユタヤ以北、

バンコク平野東側のバンパコン川中流域（ブラジンブリ県）で洪水氾濫が発生した。これらの地域にも日系

企業が進出する工業団地が複数あるが、幸いにも氾濫河川より高い位置に開発されており、大規模な被害は

                                                           
1 Asia Development Bank, news paper July 17, 2013 –Preparing better for more frequent natural disaster  
2 台風 Wutip: 2013 年 9 月 27 日に熱帯低気圧が南シナ海で台風に発達、その後 30 日にベトナムに上陸し、タイ東北部に

進んだ。台風 Nari: 2013 年 10 月 14 日にベトナムに上陸し、タイ東北部に進んだ。(Global Disaster Alert and Coordination 
System、アクセス日：2013 年 12 月 16 日) 
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発生していない。一方、バンパコン川河口部に近い低地に広がるタイ最大の工業団地であるアマタナコン工

業団地では、一時、構内および周囲から流入した降水の排水不良による氾濫が発生した。工場建物内への氾

濫は発生していないが、低地、周囲より低い場所に開発されているタイの工業団地の洪水に対する脆弱性を

示したものと言える。 

当社では、タイ政府の治水プロジェクトや工業団地の洪水防止堤防の建設など洪水対策に関する情報を収

集、整理するために、定期的に現地調査を行ってきた。2011 年の洪水発生から 2 年が経過して時点での情報

集約を目的として、本レポートでは以下の 3 つの項目について整理する。 

1. タイ政府治水プロジェクト 

タイ政府が公表している事業内容をまとめるとともに、事業化へ向けた現状 

2. 工業団地洪水防止堤防 

工業団地が同団地の周囲に建設した洪水防止堤防の完成状況（対象：ロジャーナ、ハイテク、ナワナ

コンおよびバンカディ工業団地） 

3. 2013 年に発生した洪水氾濫 

バンパコン川中流および下流域での発生状況 

1. タイ政府治水プロジェクト 

1.1. 治水プロジェクト概要 

古来よりチャオプラヤ川の洪水は肥沃な耕作地を形成してきた。一方、近年の河川沿いの都市化や工業団

地の出現により、大規模な洪水氾濫はタイ経済に大きな影響を与えるようになった。2011 年の洪水を受け、

治水プロジェクトは、壊滅的な損害発生につながる制御不能な洪水危険を低減させることを目的としている。

また、灌漑施設を備えた耕作地を拡充し遊水地としての機能を強化することも計画している。治水プロジェ

クトには上流域での植生保護や河川制御のための情報管理システム構築も含まれているが、その多くは施工

者がタイ政府の基本構想にもとづき具体的な計画を立案、建設していく設計・施工ベースでの建設事業であ

る。治水プロジェクトはチャオプラヤ川流域だけでなく、バンパコン川流域などタイ東部や南部の河川流域

も含んでおり、全体の予算規模は 3,400 億バーツ（邦貨約 1 兆 800 億円）に達する巨大なプロジェクトであ

る（表 1）。タイ政府は国際入札で事業の受託者を募ることとし、2012 年 6 月以降、概念設計の提案にもと

づいた受託者の選定を進めている。プロジェクトは 9 の事業区分3（入札パッケージ）に分かれており、着工

後 3 年から 5 年をかけて実施していくとしている。 

 

                                                           
3 A6 および B4 はシステム開発主体のため、ひとつの事業として発注される予定であり、プロジェクトは 9 の事業区分に

分かれる。 
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表 1 タイ政府が計画する洪水緩和のための治水プロジェクト4 

 

 

ここでは、2011 年の洪水災害の再発防止事業であるチャオプラヤ川流域での事業について、その中核を占

める事業区分（入札パッケージ）「A1（河川支流域で洪水調節ダムを建設する）」および「A5（チャオプラヤ

中流からタイ湾までの約 250km の洪水放水路の計画、建設）」の概要を記す。 

1.1.1. 入札パッケージ A1 

「入札パッケージ A1」は、チャオプラヤ川に流入するピン川、ヨム川、サケクラン川およびパサック川に

洪水調節機能を有する貯水池を建設するとともに、灌漑農地を造成し、遊水地として活用を図る事業である。

現在、チャオプラヤ流域の大型貯水池としてはピン川のブミポンダム（貯留量 135 億 m3）、ナン川のシリキ

ットダム（同 105 億 m3）、および最下流の支流であるパサック川のパサックダム（同 10 億 m3）がある。一

方、ヨム川やワン川には貯水施設がなく、これらの河川流域では河水はチャオプラヤ川に自然流下するため、

洪水氾濫の一因となる。これらの河川を中心に大型の貯水池を建設し、チャオプラヤ川下流への洪水の流出

量の抑制や流出時期の調整を容易にする。計画する貯水池によるチャオプラヤ流域全体の貯留能力の増加量

は 18 億 m3であり、これは 2011 年の洪水でアユタヤ以南の下流域で氾濫したと推定されている洪水流量 120

億 m3の 15％に相当する（図 1）。 

                                                           
4 Master Plan on Water Resource Management, Strategic Committee for Water Resource Management, January 2012 およびタイに

おける包括的な治水対策に関する国際コンペに対応した概念設計実施候補者及び要素技術等協力者の募集について、公

益社団法人土木学会、2012 年７月をもとに当社作成 
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図 1 チャオプラヤ川流域およびバンパコン川流域位置図、チャオプラヤ川流域計画貯水池概要5 
 

1.1.2. 入札パッケージ A5 

「入札パッケージ A5」は、河道が平坦で流下能力が乏しいチャオプラヤ川下流への流下量減少を図るた

め、ナコンサワンにあるチャオプラヤ取水堰からタイ湾まで流下能力毎秒 1,500m3の放水路を建設する事業

である。放水路に沿った国道も併せて整備する。放水路のルート、形式は、社会経済・環境・生態系の観点

から計画することが求められている。この事業は治水プロジェクトのうち、最大の予算規模を有する事業で

ある。なお、2011 年の洪水ではナコンサワンで毎秒 4,698m3のピーク流量が記録されているが、事業完成時

にはその約 1/3 を分水することが可能となり、チャオプラヤ下流での洪水制御が容易になることが期待でき

る。 

1.2. 治水プロジェクト進捗状況 

治水プロジェクトの国際入札は、2012 年 9 月に第 1 次審査を通過した応札企業グループのリストが発表さ

れた後、2013 年 2 月の第 2 次審査により、15 のタイ企業と 16 の海外企業から構成された 6 企業グループが

選定された。その後、日本企業グループなどの応札辞退があったが、事業パッケージ毎に概念設計提案にも

とづく最終入札を経て、2013 年 6 月には 4 企業・グループが選定された。入札結果は 6 月 18 日付けで政府

閣議が承認している6。選定された企業・グループは、ITD Power China JV, Korea Water, Loxley JV および Summit 

SUT JV であり、河川支流域で洪水調節ダムを建設する入札パッケージ A1 はタイ最大の建設会社 ITD と中国

企業の JV（ITD/Power China JV）、洪水放水路の計画、建設を行なうパッケージ A5 は 韓国の水資源企業であ

る K-Water である。 

                                                           
5 www.mapsofworld.com をもとに当社加工（アクセス日：2013 年 12 月 16 日） 
6 タイ政府公式発表 2013 年 6 月 19 日 http://thailand.prd.go.th/view_news.php?id=6818&a=2（アクセス日：2013 年 12 月 16
日） 
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一方、治水プロジェクトへの反対運動を行っている環境団体が事業の取り止めを求めた訴訟を裁判所に提

訴した。裁判所の判断は、治水プロジェクトに関して政府がすべての法的手続きを適正にとることを求める

ものであり、プロジェクト着手前に環境および健康衛生のアセスメントや公聴会の実施を促すものであった7。

タイ政府は環境・健康衛生に関するリスクアセスメントはすでに大半を完了しているとの立場であった。こ

れを受け、タイ政府は公聴会を 2013 年 10 月から 2014 年 1 月までに関係地域で順次実施するとし進行中であ

るが、11 月以降、一部の公聴会の開催が抗議運動により延期になっている。下院の解散、総選挙による新内

閣の成立など、安定しない政治情勢が治水プロジェクトにどの程度影響を及ぼすかは不明である。タイ政府

は治水プロジェクトの法的な承認過程はすでに終了しているとの立場であり、下院の解散の影響を受けず、

公聴会終了後の 2014 年 2 月には 4 グループと契約を締結できるとしている。しかし、用地取得に伴い多くの

住居の移転が避けられない事業であり、着工時期の遅れや完成時期の大幅な遅れ、事業そのものの修正も考

えられる。 

プロジェクトが完成するまでに今後数年はかかると見られる。このため、多くの進出企業にとっては、当

面の直接的な洪水対策としては、工業団地周囲に建設されている洪水防止堤防が拠り所となる。 

2. 工業団地洪水防止堤防 

2.1.  洪水防止堤防仕様および設置状況 

2011 年の洪水で冠水被害が発生した 7 工業団地（計 839 社）8で、タイ政府支援の下、工業団地を取り囲む

洪水防止堤防が建設されている。工事は 2012 年春から開始され、洪水の発生時期である 2012 年 9 月までの

実質完成を目指し急ピッチで建設工事が実施されてきた。 

これら工業団地の総敷地面積は 3,530ha （東京ドーム建築面積の約 750 倍）にも及ぶが、洪水防止堤防が

確実に機能するには、以下の 3 点が必要である。 

① 洪水位より高い堤防である 

② 洪水に対して構造的に安全な堤防である 

③ 工業団地の全周囲に一様に設置されている 

 

当社では堤防の建設工事が完成に近づいた 2012 年 9 月以降、4 つの工業団地（図 2）の堤防について定期

的に進捗状況の現地確認を行なってきた。この工事は着工後半年程度で長大な延長の堤防を建設するもので

あり、2012 年 9 月時点では未着工の区間もあったが、2013 年 1 月には補修や仕上げ工事を除き工事は終了し

ていた。2013 年 10 月では堤防の仕上げや出入り口のアクセス確保など付帯部分の作業も終了していた。 

 

 

 

 

                                                           
7 新聞報道等、VOA News 2013 年 9 月 26 日 

http://www.voanews.com/content/thai-flood-prevention-dam-draws-criticism/1757489.html（アクセス日：2013 年 11 月 11 日） 
8
 Industrial Estate Authority of Thailand –IEAT によると、冠水した 7 工業団地（サハラナコン、ハイテク、バンパイン、ロ

ジャーナ、ファクトリーランド、ナワナコンおよびバンカディ）には計 839 社が立地し、その内、81% （684 社）が 2012
年 9 月時点で操業（部分操業含む）を再開している。 
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図 2 4 工業団地位置図9 

 

2.2.  洪水防止堤防現地確認にもとづく考察 

2.2.1. 堤防仕様 

ハイテク、ロジャーナ、ナワナコンおよびバンカディ工業団地に建設された洪水防止堤防の仕様や 2011 年

の洪水位との余裕高を表 2 にまとめる。堤防の高さを 2011 年の洪水位と比較した余裕高は、最も低いナワ

ナコン東側でも＋40cm、ロジャーナでは+1m で建設されており、2011 年の洪水位に対しては安全な高さを確

保している。堤防構造に関しても、ロジャーナ、ナワナコンで採用された PC 矢板10は東南アジアで多くの施

工実績があり、公開されている堤防断面からは洪水位や控え盛土からの外力に応じた計画が行なわれている

と思われる。施工直後の 2012 年末時点では PC 矢板間の止水措置の不具合が見受けられたが、その後、補修

が行われている。ハイテクで採用された土堤防については、軟弱地盤である工業団地周囲の湿地帯に短期間

で盛土施工するため、堤防の沈下が懸念されたものの、2013 年 10 月の時点では大きな亀裂や沈下は見られ

なかった。当社が調査したすべての工業団地の全周に堤防が建設されている。 

 

                                                           
9 グーグルアースプロをもとに当社加工 
10 Corrugated Pre-stressed Concrete Sheet Piles  
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表 2 工業団地洪水防止堤防の仕様11 

 

 

 

図 3 各工業団地の堤防12 

 

2.2.2. 工業団地へのアクセス方法 

工業団地内への出入り口は、道路をかさ上げし堤防天端を横断する方式、洪水時に止水板を設置する方式、

盛り土によりゲートを塞ぐ方式、あるいはこれらの組み合わせを採用している。洪水発生時のアクセスの自

由度からは、ロジャーナやハイテクのように堤防天端を通過する方式が最も優れている。ナワナコンでは止

水板によるゲート閉止、バンカディでは洪水時に盛土で閉止を計画している。これらの出入り口は標高の高

い場所に設けられているため、道路と堤防天端の差は 1m 以下であり、止水板や盛土で対応可能と考える。 

                                                           
11 当社現地調査およびタイ工業団地協会資料をもとに当社作成 
12 2013 年 10 月 31 日から 11 月 1 日にかけて当社撮影 
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図 4 工業団地出入り口のアクセス方法13 

 

2.2.3. 迂回道路 

ロジャーナ工業団地では洪水防止堤防（工業団地の北側）に沿って、堤防と同じ高さで国道 1 号線に接続

する道路の建設工事中であり、工業団地からのアクセス手段が完成後は増えることになる（図 5）。 

 

図 5 ロジャーナ No.1 敷地外（堤防沿い）に建設中の道路14 

 

2.2.4. 工業団地内からの排水設備 

工業団地全周に堤防を建設したことに伴い、豪雨時の構内降水の表面排水の集中、排水不良による内水氾

濫を防ぐため、工業団地内の雨水排水能力の増加が必要になる。このため、各工業団地は、排水ポンプ機場

の追加建設を進めている。図 6 は 2013 年 10 月時点での排水ポンプ機場建設工事の状況である。現在の進捗

状況から 2014 年の雨季までには完成するものと見込まれる。 

                                                           
13 2013 年 11 月 1 日に当社撮影 
14 2013 年 11 月 1 日に当社撮影 
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図 6 工業団地排水ポンプ機場の増設工事15 

 

2.2.5. 引き続き確認が必要な点 

土堤防の一部区間に堤防断面不足（堤防断面の一部を止水機能のない蛇籠工に変更しているが止水方法が

確認できていない。）と見られる区間や堤防高に達しない排水門などがあった（図 7）。 

 

図 7 堤防の安定性や洪水発生時の閉止計画について更に検討が必要な箇所16 

 

2.2.6. まとめ 

2011 年の洪水収束後、工業団地には短期間で長大な堤防が建設されたが、これまでに補修も含め工事が完

了していることを 2012 年 10 月の現地調査で確認することができた。堤防の止水能力に関しては、試験湛水

区間が設けられ公開試験も実施されている。一方、堤防の全長を洪水時の条件で試験することは不可能であ

り、湛水試験が堤防の全区間について不具合がないことを示すものではない。今後、堤防の沈下や侵食に伴

う堤防機能の低下など、洪水発生時に堤防の恩恵を受ける操業各社が注意を払っていく必要がある。 

                                                           
15 2013 年 10 月 31 日から 11 月 1 日にかけて当社撮影 
16 2013 年 10 月 31 日から 11 月 1 日にかけて当社撮影 
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3. 2013 年に発生した洪水氾濫 

3.1. 洪水発生状況 

2011 年のタイ洪水は日本でも大きな注目を集めたが、その後 2 年が経過しタイの洪水危険に関する日本で

の関心は薄れていた。2013 年は 9 月から 10 月にかけて、台風や熱帯低気圧が連続してタイ本土に達したこ

とにより、タイ東北部で降雨が増加した。9 月末時点では 30 県で洪水が発生し、240 万人がその影響を受け

た。日系企業が進出する工業団地への影響も一部発生し日本でも報道された（図 8）。 

チャオプラヤ川流域では、アユタヤ以北で洪水氾濫が発生したが、多くの日系企業が立地するアユタヤか

らバンコクの工業団地まで氾濫するような事態には至らなかった。しかし、バンコク東側のバンパコン川流

域では、中流のブラチンブリ県やバンパコン川河口のチョンブリ県で洪水氾濫が発生した。これらの地域に

も日系企業が操業する工業団地が立地している。タイ政府発表情報や国際機関の調査資料、当社がバンパコ

ン川流域の工業団地訪問およびヒアリングで得た情報をもとに洪水発生状況や発生要因を以下のとおりまと

める。 

 

 

図 8 バンパコン川流域および工業団地位置図17 

 

 
図 9 チャオプラヤ川（ハイテク工業団地西側）およびバンパコン川河口部全景18 

                                                           
17 グーグルマップを当社で加工、河川はイメージ。 
18 2013 年 10 月 31 日から 11 月 1 日にかけて当社撮影 
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3.2. チャオプラヤ川流域の状況 

チャオプラヤ川流域では主要な支流のひとつであるパサック川がチャオプラヤ川に合流するアユタヤ（バ

ンコクの北約 75km）以北で洪水氾濫が発生したが、主要な工業団地内への氾濫はなかった。チャオプラヤ川

の支流であるピン川、ナン川、パサック川に設けられている巨大な貯水池であるプミポンダム（貯水容量 135

億 m3）やシリキットダム（貯水容量 95 億 m3）では図 10 のとおり、2013 年 10 月 18 日時点の貯水率は 1/2

程度であった。タイ政府はこれらのダムが 9 月から 10 月にかけて満水状態になっていた 2011 年とは大きく

異なり、バンコク平野が広範囲に冠水した 2011 年の洪水の再来とはならないとした。一方、バンコクに最も

近い支流であるパサック川の貯水能力はバンコク平野北東部に位置するパサックダム（9.7 億 m3、現在の貯

水率 122%）以外は小さくパサックダムでは最大貯水量を超えていたため、パサック川沿いで洪水が発生した。

しかし、さらに下流にある工業団地には浸水しなかった。 
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図 10 チャオプラヤ川流域とバンパコン流域の主要貯水池貯水率19 

 

3.3. バンパコン川流域の状況 

3.3.1. バンパコン川流域の洪水リスク 

バンパコン川はタイ湾に直接流出（図 8）するが、その流域はバンコクの東からカンボジア国境に広がり、

6,000km2の流域面積を有する。バンパコン川の上流ではプラジンブリ川やナコンナヤック川を始め多くの支

流が合流している。バンパコン川からタイ湾への年間流出量は 82 億 m3であるが、その 9 割以上は 5 月から

10 月の雨季に流出する。河口から 100km 程度内陸に入ったプラジンブリでも河床の高さは標高 10m 程度で

あり、河川勾配は低く、流下能力不足による洪水の周辺低地への氾濫が発生しやすい。また、いったん低地

に氾濫した洪水は長期に滞留しやすい。 

バンパコン川流域の水利管理に関して、国連食糧農業機関（FAO）が 2009 年に調査を実施し、洪水危険に

ついても報告に含めている20。それによると、バンパコン川流域では大規模な貯水池は 3 ヶ所（図 10）と少

なく、合計貯水能力は 8.1 億 m3で年間流出量の 9.4%である。現在、2 ヵ所で貯水ダム（貯水量計 3.6 億 m3）

を建設中であり、完成後には年間流出の 13.56％の貯水能力に増加するとしている。貯水能力の不足は、乾季

                                                           
19 Thaiwater.net 2013 年 10 月 18 日現在データをもとに当社作成（アクセス日：2013 年 10 月 18 日） 
20 The Bang Pakong River Basin Committee – Analysis and Summary of Experience, FAO/IRD 
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での灌漑用水などの水不足に加え、洪水時の流出制御に限界が生じやすく、上流域で多量の降雨が発生する

と河川勾配が特に緩やかなプラジンブリなどで周辺低地への氾濫が発生する。 

FAO 報告書21では、河川の増水による洪水危険範囲を図 11 のとおり示している。プラジンブリ川沿いでは

プラジンブリ県で河川から 5km から 20km を洪水危険範囲としている。 

 

図 11 バンパコン川流域河川洪水氾濫危険範囲22 

 

3.3.2. バンパコン川中流（プラジンブリ川）の 2013 年の洪水発生状況 

中流域のプラジンブリ川沿いでは河川の増水によって河川沿いの低地で洪水氾濫が発生した。幹線道路で

ある国道 304 号も一部冠水し、当社の現地視察時（2013 年 10 月 11 日）ではプラジンブリ川を通過する前後

で 4km 程度の区間が一部冠水していた（図 12）。 

チャオプラヤ川沿いと比べるとプラジンブリ県に大規模な工業団地は少ないが、304 工業団地やカビンブ

リ工業団地が立地する。304 工業団地の標高は 15m から 20m 程度であり、標高約 10m を流れるプラジンブリ

川からの氾濫が及びにくいように造成されている。工業団地のウェブサイトによると、団地内では降雨の滞

留が一部であったものの、プラジンブリ川の洪水による直接的な影響は受けていない23。しかしながら、地域

としてはプラジンブリ川の氾濫範囲であり、降雨の表面排水の滞留、交通アクセス、洪水に伴う従業員の出

社困難などには 2014 年以降も注力が必要である。 

                                                           
21 Case Study on Analysis Sustainable Water Resource Use – Bang Pakon River Basin, FAO 
22 国連食糧農業機関、Case Study on Analysis Sustainable Water Resource Use – Bang Pakong River Basin 
23 http://www.304industrialpark.com/en/news/index.php?ELEMENT_ID=790（アクセス日：2013 年 11 月 11 日） 
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図 12 プラジンブリ周辺地図および国道 304 号冠水状況24 

 

3.3.3. バンパコン川河口部アマタナコン工業団地での 2013 年の洪水発生状況 

バンパコン河口の南側の低地には、タイ最大の工業団地であるアマタナコン工業団地が立地する。バンパ

コン川の氾濫ではないが、2013 年 9 月から 10 月にかけて、雨水の排水が不十分となり、工業団地内の東側

の敷地を中心に洪水氾濫が発生した。緊急的な盛り土や土嚢により、工場建物や設備への浸水被害はなかっ

たようである。しかしながら、従業員の通勤困難などにより一時操業を見合わせた企業は多い。 

アマタナコン工業団地25は、タイ湾から数 km 入った 3,020ha に及ぶ広大な敷地を 1989 年以降に順次開発し

た工業団地（514 社入居）である。工業団地は南北に走る国道 7 号により東西 2 つの敷地に分かれている。

開発は国道の西側から進んだが現在では東側の敷地にも多数の工場が立地し、引き続き開発も進んでいる。

東側敷地の雨水排水は団地内の水路網から接続水路を通じて北側の運河、最終的にはバンパコン川に流下す

る。工業団地の一体は平坦な低地であり、バンパコン川の水位が高い場合には、これにつながる運河には流

れにくい状況が発生する。 

当社では 2013 年 10 月 11 日に同工業団地管理事務所を訪問し、洪水の状況やその原因についてヒアリング

した。その概要は以下のとおりである（状況は 2013 年 10 月 11 日現在）。 

① 洪水の状況 

洪水のピークは 10 月 8 日、9 日で、水は引き始めている。浸水は団地内の公道が主であり、工場内へ

の浸水により操業が中断した企業はない（注：通勤困難等により一時操業停止は発生）。 

② 工業団地の洪水対応 

工業団地は排水ポンプ 61 台、送水機 14 台を稼動させ、団地内水路から北側水路への排水を進めてい

る。また、北側道路の一部区間を撤去し、北側水路への直接排水を促している。 

③ 洪水発生原因 

9 月末からの 2 週間で年間降水量（バンコクで約 1,170mm）の 1/3 に相当する降雨が発生した。満潮時

期と重なったことに加え、団地北側を走る道路の拡幅工事により北側水路への排水路が一部機能して

いなかった。これらにより、降雨の排水が困難となり、団地内に滞留した。 

                                                           
24 グーグルマップをもとに当社作成（図内の写真は、2013 年 10 月 11 日に当社撮影） 
25 アマタナコン工業団地ウェブサイト http://www.amata.com/eng/industrial.html（アクセス日：2013 年 10 月 24 日） 
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3.3.4. アマタナコン工業団地の洪水リスク 

洪水が既に収束した 2013 年 11 月初めに、同工業団地を再訪し、洪水の原因とされた工業団地から北側へ

流れる排水路や拡幅工事中の北側道路の影響、排水路から運河への流入部、洪水氾濫が収束した後の工業団

地内の状況を視察した。洪水後の東側敷地および北側への排水路の状況を図 13 に示す。また、今回の洪水

の要因について、視察結果をもとに以下の通り�から�にまとめる（なお、写真には対照する要因番号をつけ

た）。 

 

 
図 13 アマタナコン工業団地東側敷地の洪水後の状況26 

 

① アマタナコン工業団地の東側敷地、特に、東南の Phase 9 では、引き続き開発が行われている。Phase 9

の南や東側は緩やかな登り勾配となっている。このため、東側に隣接する道路（No.3127）から団地へ

の雨水表面排水の流入が見られた。広大な団地内だけでなく、近接する地域の降雨も団地内に流入し、

排水不足につながったものと思われる。 

② 工業団地内の水路は整備されているが、いくつもの水路網が合流した後に団地外への排水路を流下し、

運河に流出する。団地内の合流地点に排水路へのポンプ機場があるが、規模は小さく十分な送水がで

きなかった可能性がある。 

③ 工業団地のウェブサイトでは敷地造成の最低水準は標高 1.8m と記されている27。団地の北を走る北側

                                                           
26 グーグルマップをもとに当社作成（図内の写真は、2013 年 11 月 2 日に当社撮影、工業団地敷地は概略イメージ） 
27 http://www.amata.com/eng/industrial_standard.html（アクセス日：2013 年 12 月 16 日） 
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道路もほぼ同じ高さであり、一帯が平坦な地域である。このため、工業団地内の水路と北側の運河を

接続する排水路もほぼ平坦であり、バンパコン川の洪水時やタイ湾の潮位が高い時期には流れにくい

状況である。 

④ 北側運河への排水路は北側道路を横断する箇所は、ボックスカルバート28が用いられている。このため、

ここでは水路の断面は 4 割程度減じられていると見られ、排水路の流れを阻害した可能性がある。 

⑤ 北側道路は拡幅工事中である。従来は道路沿いに排水路があったようであるが、拡幅工事に伴い排水

路の埋没が発生している。ところどころで排水管を設置し、導水しているが洪水時には十分に機能せ

ず、工業団地から北側への表面排水の流れを阻害した可能性がある。 

⑥ 団地内の水路沿いには一部区間を除き堤防は設置されていない。今回の洪水対策として緊急的に土堤

防を盛立てた状態が見られた。排水管からの工場敷地への逆流は土嚢により塞いでいた。 

 

上記の通り、アマタナコン工業団地の洪水はバンパコン川自体の洪水氾濫とは関係はなく、低地にある工

業団地での雨水排水の処理能力が不足したことによる内水氾濫である。ナワタナコン工業団地では雨水排水

計画の検討を行っていたようであるが、2013 年の降雨量や周辺の状況には十分対応できなかったと思われる。

平坦地にある工業団地では周囲の道路や敷地の造成工事でも降水の表面排水経路が変わり、内水氾濫が発生

する場合があることにも入居者は注意を払う必要がある。 

気候変動による海水面や高潮位の上昇、台風の強大化に伴う降雨量の増加や集中などの危険性が広く指摘

されている。低地に施設を有する企業は河川からの洪水氾濫だけでなく、降雨による表面排水の集中や排水

困難による氾濫リスクの有無も十分に検討したうえ、ハード・ソフト面での洪水リスクへの備えることが重

要である。 

4. おわりに 

2013 年は雨季の後半になり、台風や熱帯低気圧の到来による降雨の影響を受け、アユタヤ以北やバンコク

の東側で洪水が発生した29。2011 年の洪水ではチャオプラヤ川沿いに立地する工業団地の冠水が相次いだこ

とから、チャオプラヤ川流域に関心が集まりやすいが、前述したバンパコン川流域を始め、タイ湾に流出す

る河川の流域には広範囲に洪水リスクが潜在する。タイ政府の治水プロジェクトが実現し、バンコク平野の

洪水危険が明らかに緩和されるまでにはまだまだ時間を要すると考えられる。この地域で操業する企業は、

気象情報や洪水情報への注意を続けるとともに、洪水発生に備えた対応計画の整備やそれにもとづく事前準

備が引き続き重要である。また、工業団地周囲の洪水防止堤防や排水設備についてはその維持管理状況を継

続して注視することが望まれる。 

参考文献 

Master Plan on Water Resource Management, Strategic Committee for Water Resource Management, January 2012 

タイにおける包括的な治水対策に関する国際コンペに対応した概念設計実施候補者及び要素技術等協力者の募集につい

て、公益社団法人土木学会、2012 年７月 

                                                           
28 コンクリート製暗渠。道路が水路を横断する場所にプレキャストコンクリートカルバートを使用し、水路としている。 
29 タイ政府公式発表 2013 年 9 月 29 日 
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